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H19. 4.26東京高等裁判所 平成１８年(ネ)第６０３１号 請負代金請求控

訴事件，平成１９年(ネ)第９５１号 同附帯控訴事件

主 文

１ 原判決を取り消す。

２ 被控訴人の請求を棄却する。

３ 本件附帯控訴を棄却する。

４ 訴訟費用（附帯控訴費用を含む。）は，第１，２審を通じて被控訴人

の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

主文第１，２項と同旨

第２ 附帯控訴の趣旨

１ 原判決を次のとおり変更する。

２ 控訴人は，被控訴人に対し，３２９万８４８５円及びこれに対する平成

１４年３月２６日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。

第３ 被控訴人の請求の趣旨

第２の２のとおり。

第４ 事案の概要

１ 本件は，被控訴人が，控訴人から控訴人が競落した不動産に関し建物占

有者の明渡し等の業務を請け負い，当該業務を完了したにもかかわらず，

約定の請負代金のうち３２９万８４８５円が未払であるとして，控訴人に

対し，同金員及びこれに対する平成１３年８月１日から支払済みまで商事

法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

原判決は，平成１５年６月２７日が遅延損害金の始期となると判断し，

被控訴人の請求のうち遅延損害金の支払請求を一部棄却したが，被控訴人
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の請求のうちその余の部分はすべて認容した。これを不服とする控訴人が

控訴を提起し，被控訴人は附帯控訴を提起した。被控訴人は，当審におい

て，遅延損害金の始期を平成１４年３月２６日まで繰り下げて請求するこ

ととし，もって，請求の減縮（訴えの一部取下げ）をした。控訴人は，上

記の訴えの一部取下げの書面（附帯控訴状）の送達を受けた日から２週間

以内に異議を述べなかったので，民事訴訟法第２６１条第５項前段により

上記の訴えの一部取下げに同意したものとみなされた。

２ 前提となる事実，争点及び争点に関する当事者の主張は，次の３のとお

り当事者の主張を付加し，後記のとおり被控訴人の当審における主張を追

加するほかは，原判決「事実及び理由」欄中の「第２ 事案の概要」の１

及び２（原判決２頁３行目から５頁８行目まで）に記載のとおりであるか

ら，これを引用する。

３ 当事者の主張

(1) 被控訴人の請求の原因

ア 本件契約の締結

被控訴人と控訴人とは，平成１３年２月２６日，本件物件について，

被控訴人が，① 本件建物の占有権原を買受人に対抗することができ

ない占有者に対して明渡しの交渉をして当該占有者を本件建物から退

去させること（同年５月末ないし６月末ころまでに明渡しを完了する

ことが予定された。），② 控訴人が本件土地（共有地）の分割請求

訴訟を東京地方裁判所に提起するについて，その準備を行い，控訴人

に訴訟代理人となる弁護士を紹介し，控訴人の窓口として弁護士と連

絡をとって上記訴訟を円滑に進行させることをそれぞれ請け負い，こ

れに対し，③ 控訴人が，被控訴人に対して請負代金２１００万円

（消費税を含む。）を支払うこと，④ 請負代金の支払方法は，明渡

しの交渉開始時に３分の１，中間期に３分の１，被控訴人の業務終了
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時に３分の１をそれぞれ支払うこと，以上を内容とする契約（本件契

約）を締結した。

イ 被控訴人による業務の完了

被控訴人は，平成１３年６月末日までに上記アの①の業務（明渡し

に関する業務）を完了した。また，被控訴人は同年７月末日までに上

記アの②の業務を行い，東京地方裁判所は平成１４年３月２５日本件

土地（共有地）の分割請求訴訟について判決を言い渡したから，上記

アの②の業務は同日をもって完了した。

ウ 控訴人による請負代金の弁済状況

控訴人は，被控訴人に対し，以下のとおり請負代金を一部支払った。

ａ 平成１３年３月１日 ７００万円

ｂ 同年６月２９日 ７００万円

ｃ 平成１６年１２月２４日 ３７０万１５１５円

エ よって，被控訴人は，控訴人に対し，請負代金残金３２９万８４８

５円及びこれに対する平成１４年３月２６日から支払済みまで商事法

定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求める。

(2) 請求の原因に対する控訴人の認否

ア 請求の原因アの事実は，そのうち被控訴人が請け負った業務の内容

が次のとおり一部異なることを別として，認める。被控訴人が請け負

った業務の内容は，請求の原因アの①のほか，本件土地の全持分を控

訴人に取得させることであった。被控訴人が本件土地（共有地）に関

して請け負った業務の内容は，上記②の点に尽きるものではない。

イ 同イの事実のうち上記アの①の業務が完了したことは認め，本件契

約に基づく被控訴人の業務がすべて完了したことは否認する。

ウ 同ウの事実は認める。

エ 同エは争う。



- 4 -

(3) 控訴人の抗弁

本件契約は，弁護士法第７２条に違反して無効である。

本件契約により被控訴人が行うことと定められた本件建物の占有者と

の明渡交渉は，弁護士法第７２条に定める法律事務であり，これを取り

扱うことを業とすることは，非弁活動に該当する。また，占有者への明

渡交渉だけで２０００万円（消費税別）という報酬契約は暴利そのもの

で無効であり，弁護士倫理に反する行為である。請求の原因アの②（被

控訴人が，控訴人が本件土地（共有地）の分割請求訴訟を東京地方裁判

所に提起するについて，その準備を行い，控訴人に訴訟代理人となる弁

護士を紹介し，控訴人の窓口として弁護士と連絡をとって上記訴訟を円

滑に進行させることを請け負ったこと）は弁護士を下請業として位置づ

ける契約であって同条の精神に反する。

(4) 抗弁に対する被控訴人の認否

控訴人の抗弁は争う。本件契約において被控訴人が請け負ったのは，

① 占有者（正確には対抗力のある占有者を除く。）との明渡交渉及び

② 底地のうち共有である本件土地持分の分割請求のための弁護士の紹

介にすぎないから，弁護士法には違反しない。

仮に本件契約の内容が法律事務の取扱等をすることに該当するとして

も，被控訴人は，たまたま被控訴人が控訴人に競売情報を提供したこと，

控訴人所在地が東京から遠かったことから，控訴人に求められて本件契

約を締結したにすぎず，同種契約を反復する意思も反復したこともない

から，弁護士法第７２条に違反しない。また，本件契約の報酬は，立退

料その他諸経費を含むもので，何ら暴利ではない。

第５ 当裁判所の判断

１ 前提となる事実に証拠（甲１～５，乙１及び２の各１及び２，３の１～

７，４の１，２，５，６，７の１～４，８の１～３，９の１～３，１０の
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１及び２，１１，原審における被控訴人代表者及び控訴人代表者の各尋問

の結果並びにＡ弁護士に対する書面尋問の結果）並びに弁論の全趣旨を併

せて考えれば，次の事実を認めることができる。

(1) 本件契約締結に至るまでの経緯

ア 被控訴人は，平成４年に設立された不動産競売物件の情報処理及び

情報提供に関するサービス業務，不動産の売買，賃貸，管理及びこれ

らの斡旋並びに仲介等を業とする株式会社であり，民事執行法の定め

る不動産の売却手続（以下「競売手続」という。）において不動産の

買受人となって取得した不動産を転売したり，会員となった顧客に対

して関東圏の不動産競売物件の詳細記録を提供したりする業務を営ん

でいる。

控訴人は，昭和４８年に設立され，兵庫県ａ市ｂ町ｃ番地のｄに本

店を置き，総合建設請負業等を営む株式会社である。関東地方には支

店等を設置しておらず，主として兵庫県△部を中心に地元の公共工事，

民間工事を請け負い，年商２０億円程度の業績を上げていた。現在の

控訴人代表取締役は，平成１２年ころに先代と交替して新たに代表取

締役に就任すると，不景気の中，新たな事業展開として競売物件を手

掛けることを考えるに至った。控訴人は，平成１２年ころ，被控訴人

が上記の競売情報を扱っていることを知り，被控訴人の会員となった。

イ 控訴人は，平成１２年の年末ころ，被控訴人から，本件物件に関す

る情報の提供を受け，本件物件につき入札をするかどうか打診された。

上記のとおり控訴人が提供を受けた情報の内容は，次のとおりであっ

た。

ａ 本件建物は建築に約１０億円を要した物件であり，本件物件には

約５０億円の担保が設定されていた。他方，本件土地は債務者とＢ

の共有であり，債務者の持分が１５分の１３及びＢの持分が１５分
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の２であって，債務者の有する上記持分だけについて競売手続が実

施され，Ｂは行方不明であり，Ｂの持分について債務者が有してい

る利用権原は不明であるという事情があった。執行裁判所は，上記

の事情を考慮して，本件建物の最低売却価格を４億１２１１万円と

定めた。

ｂ 本件建物の占有者は次のとおりであった。まず，１階の一部につ

いて買受人に対抗することができる権原を有する賃借人Ｃがいた。

次に，引渡命令の対象となるとされた建物占有者十数名（所有者，

占有権原を買受人に対抗することができない賃借人６社，使用借人

１社，その他差押後の占有者）がいた。このうち占有権原を買受人

に対抗することができない賃借人６社の月額賃料は合計約４３０万

円で，うち４社は賃貸借契約に際し保証金合計３６００万円を差し

入れていた。

被控訴人は，控訴人に対し，本件物件について上記の情報の提供を

した上で，被控訴人が関与すれば，① 本件建物の占有権原を買受人

に対抗することができない占有者に対して明渡しの交渉をして当該占

有者を本件建物から退去させること，② 本件土地について第三者が

有する持分を控訴人に取得させることが可能であるとの見通しを説明

した。控訴人は，被控訴人から上記の情報の提供及び説明を受け，被

控訴人が上記の①及び②を行ってくれるのであれば，競売手続におい

て本件物件に入札して買受人となり，入居者から明渡しを受けた後本

件建物のリフォームをして第三者に賃貸することが可能となると考え

た。そこで，控訴人は，被控訴人に対し，上記の①及び②を行うこと

を求め，被控訴人がこれを承諾したので，本件物件について，４億５

０００万円で入札をして最高価買受申出人となり，平成１３年２月１

５日東京地方裁判所から売却許可決定を受けた。
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ウ 控訴人は，平成１３年２月２６日，被控訴人との間で，「明渡し業

務請負約定書」と題する書面（約定書）を取り交わして，本件契約を

締結した。本件契約に際し，被控訴人は，請負代金額を２５００万円

とすることを求めたが，控訴人はこれを２０００万円に減額するよう

申し入れ，最終的に２０００万円で合意された（いずれも消費税別）。

被控訴人が控訴人から請け負った業務の内容は，① 本件建物の占

有権原を買受人に対抗することができない占有者に対して明渡しの交

渉をして当該占有者を本件建物から退去させること，② 控訴人が本

件土地（共有地）の分割請求訴訟を東京地方裁判所に提起するについ

て，その準備を行い，控訴人に訴訟代理人となる弁護士を紹介し，控

訴人の窓口として弁護士と連絡をとって上記訴訟を円滑に進行させる

ことであった。

乙第１１号証の記載及び原審における控訴人代表者の供述中には，

上記認定に反し，Ｃに対して明渡しの交渉をして本件建物から退去さ

せることも本件契約に基づく被控訴人の業務に含まれていたとする部

分があるが，約定書添付のスケジュール表には，「請け負い内容 占

有者の排除及び明渡に関する業務，請負金額は諸経費を含み２０００

万円とする。（税別）（着手時３分の１，中間金３分の１，業務完了

時残金）」，「３／１（木）売却許可決定確定後，明渡し交渉開始・

請負金及び明渡し経費の内３分の１を受領」，「中間金３分の１を受

領。５月末～６月末頃明渡し完了予定」と記載されているのに対し，

後記のとおり被控訴人がＣとの間で控訴人の代理人として明渡しの交

渉を行い，控訴人とＣとの間で明渡しに関する和解を成立させたのは，

平成１３年１０月１７日であり，約定書添付のスケジュール表記載の

スケジュールとかなり時期的に異なっていること，仮に元々本件契約

において被控訴人がＣに対して明渡しの交渉をして本件建物から退去
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させることが合意されたとすれば，明渡しの完了時期や，中間金の支

払時期は，約定書添付のスケジュール表でもっと後の時期に予定され

たはずであると考えられることなどに照らし，たやすく採用すること

ができないというべきである。

また，控訴人は，本件契約で合意された被控訴人の業務には本件土

地について第三者が有する持分を控訴人に取得させることも含むと主

張し，乙第１１号証の記載及び原審における控訴人代表者の供述中に

は上記主張に沿う部分がある。しかしながら，前記認定のとおり，約

定書には請負内容として「占有者の排除及び明渡に関する業務」と記

載されているのみであり，添付されたスケジュール表にも「底地の持

分の分割請求を東京地裁に提訴」と記載されているにとどまるのであ

って，これらの事実に照らすと，上記主張に沿う部分はたやすく採用

することができず，他に控訴人の上記主張事実を認めるに足りる証拠

はない。

(2) 被控訴人による本件建物の占有者との明渡しの交渉及び控訴人によ

る代金支払の状況等

ア 被控訴人は，本件建物の占有権原を買受人に対抗することができな

い占有者との間で明渡しの交渉を進め，平成１３年７月半ばころまで

にこれを完了した。

イ 控訴人は，被控訴人に対し，同年３月１日に請負代金の３分の１に

相当する７００万円を支払い，次いで同年６月２９日にも７００万円

を支払った。

ウ 被控訴人は，Ｃが金銭の支払を受けることができるならば本件建物

の占有部分を明け渡す意向であるとの情報を入手し，控訴人にその旨

連絡した。これを受け，控訴人は，被控訴人に対し，Ｃと明渡しの交

渉をして本件建物から退去させることを依頼した。被控訴人は，これ
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を承諾し，Ｃとの間でも控訴人の代理人として明渡しの交渉を行い，

平成１３年１０月１７日，控訴人の代理人有限会社Ｄ代表取締役Ｅ名

義で，Ｃと「建物明渡しに関する和解書」と題する書面を取り交わし，

控訴人とＣとの間における明渡しに関する和解を成立させた。Ｃは，

上記和解により，控訴人に対し，敷金を含め４６０万円（和解成立時

２００万円，明渡時２６０万円支払）の支払を受けて同年１２月２７

日までに本件建物の賃借部分を明け渡すことを約した。この和解金４

６０万円は控訴人が負担した。

(3) 本件土地に関する共有物分割請求訴訟の提起及び競売の申立て等

ア 控訴人は本件土地について持分移転登記を受けた。被控訴人は，本

件契約に基づき，共有物分割請求訴訟の提起の準備を進め，控訴人に

Ａ弁護士を紹介し，控訴人はＡ弁護士に共有物分割請求訴訟の提起及

び追行を委任した。Ａ弁護士は，平成１３年末ころ，本件土地の持分

１５分の２を有するＢを被告として東京地方裁判所に共有物分割請求

訴訟を提起した（同裁判所平成○○年(ワ)第△△△△号事件）。同裁

判所は，Ｂの住居所が不明のため公示送達を行い，平成１４年３月２

５日，控訴人の請求どおり，本件土地について競売を命じその売得金

を控訴人１５分の１３，Ｂ１５分の２の割合で分割するとの判決を言

い渡し，同判決は同年４月１０日確定した。Ａ弁護士は，引き続き控

訴人から委任を受け，本件土地について分割のための競売を申し立て

た。これら手続において，Ａ弁護士と控訴人との間の連絡，報告は，

すべて被控訴人代表者が行った。

イ 平成１５年初め，最低売却価格を２３０９万円として本件土地の競

売が実施された。しかし，控訴人は，これを落札することができず，

Ｆを買受人として売却許可決定がされた。被控訴人は，控訴人から依

頼され，同年４月から６月にかけてＦとの間で本件土地の買取り交渉
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を行ったが，不調に終わり，Ｆは，平成１５年６月２６日代金を納付

して本件土地の所有権を取得した上，同年７月１日付け書面により，

控訴人に対し本件建物を取り壊して本件土地を明け渡すよう求めた。

ウ Ａ弁護士は，共有物分割請求訴訟及び競売申立ての着手金及び費用

（競売予納金を含む。）として，平成１４年９月３０日までに被控訴

人から合計３２５万５８００円を受領した。被控訴人は，平成１５年

９月１８日，控訴人に対し，Ａ弁護士から受領した競売申立費用の明

細を添付して費用合計８５万６０７８円を請求し，控訴人は，同年１

０月２１日，これを被控訴人に送金して支払った。

エ Ｆは，平成１５年１１月ころ，控訴人及び控訴人から本件建物を賃

借していた４名を相手に建物収去土地明渡等を求める訴えを東京地方

裁判所に提起した。控訴人はこの訴訟の追行をＡ弁護士に委任し，同

年１１月２１日，同弁護士に着手金２００万円を支払った。このＦと

の紛争は，平成１６年４月３０日，控訴人が本件土地を５６５０万円

で買い戻す形で解決し，控訴人は，同年４月３０日，Ａ弁護士に対し，

本件土地の被告への所有権移転登記申請費用として６０万円を支払っ

た。

(4) 最終金の支払

控訴人は，平成１６年１２月２４日，被控訴人に対し，本件代金残金

７００万円から，(3)ウのとおり被控訴人に費用として支払った８５万

６０７８円のうち６９万７７５０円及び(3)エのとおりＡ弁護士に支払

った２６０万円を控除し，さらに振込手数料７３５円を控除した残金３

７０万１５１５円を支払った。

２ 上記認定事実によれば，被控訴人は，本件契約により請け負った業務を

すべて完了したものということができる。したがって，本件契約がその効

力を有するとすれば，被控訴人は，控訴人に対し，本件契約に基づき，請
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負代金残金の支払を請求することができることになる。

これに対し，控訴人は，① 競売手続に要した費用，② Ｆから提起さ

れた訴訟に応訴するためＡ弁護士に支払った費用，③ 本件土地の所有権

移転登記手続のため要した費用について，これらは被控訴人が負担すべき

ものであると主張する。

しかしながら，本件契約によって合意された被控訴人の業務内容は前記

のとおりであり，これに応じて請負代金が合意されていたのであって，控

訴人が主張する各費用を被控訴人が負担すべき根拠は見いだし難く，これ

を認めるに足りる的確な証拠はないというべきである。したがって，控訴

人の上記主張は採用することができない。

３ そこで，控訴人の抗弁について判断する。

(1) 前記認定事実によれば，被控訴人は，会員となった顧客に対して関

東圏の不動産競売物件の詳細記録を提供したりする業務を行っており，

会員となった控訴人に対し，本件物件に関する競売手続の情報を提供し

た上で，被控訴人が関与すれば，① 本件建物の占有権原を買受人に対

抗することができない占有者に対して明渡しの交渉をして当該占有者を

本件建物から退去させること，② 本件土地について第三者が有する持

分を控訴人に取得させることが可能であるとの見通しを説明して本件契

約の申込みの誘因をし，その結果，控訴人との間で，被控訴人が上記の

占有者との間で本件建物の占有部分の明渡しに関する和解交渉を行うこ

と及び被控訴人は控訴人が本件土地（共有地）の分割請求訴訟を東京地

方裁判所に提起するについてその準備を行い，控訴人に訴訟代理人とな

る弁護士を紹介し，控訴人の窓口として弁護士と連絡をとって上記訴訟

を円滑に進行させること並びに控訴人は被控訴人に対し請負代金（報

酬）として２１００万円（消費税を含む。）を支払うこと，以上の各点

を内容とする本件契約を締結し，本件契約に基づき，本件建物の買受人
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となった控訴人の代理人として，本件建物の占有者との間で本件建物の

占有部分の明渡しに関する和解交渉を行い，その結果，各占有部分につ

き明渡しを内容とする和解を成立させ，また，控訴人が本件土地（共有

地）の分割請求訴訟を東京地方裁判所に提起するについて，その準備を

行い，控訴人に訴訟代理人となる弁護士を紹介し，控訴人の窓口として

弁護士と連絡をとって上記訴訟を円滑に進行させ，約定の報酬の相当部

分の支払を受けたということができるから，被控訴人の上記の行為は，

弁護士法第７２条本文にいう「報酬を得る目的で訴訟事件，非訟事件

（中略）その他一般の法律事件に関して（中略）代理，（中略）和解そ

の他の法律事務を取り扱い，又はこれらの周旋をすること」に当たるも

のというべきである。そして，被控訴人の上記行為は，民事執行法第１

３条第１項所定の「執行裁判所でする手続」に該当するものではなく，

したがって，同項所定の他の要件も満たすものではないから，弁護士法

第７２条ただし書に該当しないことが明らかである。

同条本文は，弁護士でない者が，報酬を得る目的で，業として，同条

本文所定の法律事務を取り扱い，又はこれらの周旋をすることを禁止す

る規定であり，上記の「業として」というのは，反復的に又は反復の意

思をもって上記の法律事務の取扱い等をし，それが業務性を帯びるに至

った場合を指すと解するのが相当である（最高裁昭和４４年（あ）第１

１２４号同４６年７月１４日大法廷判決・刑集２５巻５号６９０頁，最

高裁昭和４７年（オ）第７５１号同５０年４月４日第二小法廷判決・民

集２９巻４号３１７頁参照）。そこで，被控訴人が反復的に又は反復の

意思をもって上記の法律事務の取扱い等をし，それが業務性を帯びるに

至ったということができるかどうかを検討すると，上記のとおり，被控

訴人は，会員となった顧客に対して関東圏の不動産競売物件の詳細記録

を提供したりする業務を営んでいたところ，自己の会員となった控訴人
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に対し，競売手続の対象物件に関する情報を提供し，これにより控訴人

が当該物件に興味を抱いたことから，被控訴人が競売手続に関して実績

があり，被控訴人が関与すれば，競売手続の対象である建物の占有者に

対して明渡しの交渉をして当該占有者を本件建物から退去させることが

可能であることなどの見通しを説明して本件契約の申込みの誘因をし，

その結果，控訴人との間で，上記の内容の本件契約を締結し，本件契約

に基づき，本件建物の買受人となった控訴人の代理人として，本件建物

の占有者との間で本件建物の占有部分の明渡しに関する和解交渉を行い，

その結果，各占有部分につき明渡しを内容とする和解を成立させるなど

の法律事務を取り扱ったものであって，① 被控訴人の会員となり，被

控訴人から関東圏の不動産競売物件の詳細記録の提供を受ける顧客は，

控訴人に限られるものではなく，複数の会員が存在し，会員であること

を理由にその一人のために法律事務を取り扱うことは，他の会員のため

にも同様に法律事務を取り扱うことになり得るという論理的連関がある

こと，② 被控訴人が提供した競売手続の対象物件に関する情報に関し，

当該物件に興味を覚えた会員の一人から被控訴人に対して照会があった

ことを受けて，被控訴人が自己の実績を宣伝し，当該物件の占有者の排

除を請け負うに至るという行為の態様は，被控訴人が行っている会員制

の競売情報提供システムともいうべき事業と密接な関係があり，また，

被控訴人が自ら入手した競売手続の対象物件に関する情報に基づき自ら

買受人となって当該物件の占有者の排除を行うという被控訴人の業務と

も密接な関連性，同質性があることにかんがみると，被控訴人は，反復

の意思をもって前記の法律事務の取扱い等をしたものであり，それゆえ

に業務性があるというべきである。

(2) 被控訴人は，① 本件契約により，買受人に対抗することができる

権原を有しない占有者との間で事実行為としての明渡交渉をすることを
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請け負ったにすぎず，このようなことは，法律上の権利義務に関し争い

や疑義があり，又は新たな権利義務関係の発生する場合に当たらないと

し，このことを理由に弁護士法第７２条本文にいう法律事件や法律事務

に当たらないと主張し，また，② 被控訴人は，競売情報を入手し，自

ら競売物件の買受人となってこれを転売することと，競売情報を他人に

販売することを業としているところ，本件は，被控訴人の競売情報を買

い取り，競売物件の買受人となろうとした控訴人が，自己の本拠地が関

西にあり，競売物件の所在地が東京にあって不便であるため，たまたま

情報を提供した被控訴人に対し前記の請負業務を依頼したものであり，

本件契約は被控訴人がその本来の業務の一環として締結したものではな

く，被控訴人は，本件契約以外に他人間の法律事件や法律事務を取り扱

ったことはない旨主張する。

しかしながら，前記認定事実によれば，被控訴人は，控訴人の代理人

として，本件建物の占有者との間で明渡交渉をし，その結果，各占有部

分につき明渡しを内容とする和解を成立させたものであるから，上記占

有者らが買受人に対抗することができる権原を有しないからといって，

このことを理由に被控訴人の上記行為が弁護士法第７２条本文所定の法

律事件に関して法律事務を取り扱ったことに当たらないということはで

きない。また，被控訴人が反復の意思をもって前記の法律事務の取扱い

等をし，それゆえに業務性があるというべきであることは，前記のとお

りである。したがって，被控訴人の上記各主張はいずれも採用すること

ができない。

(3) 以上によれば，被控訴人が控訴人との間で本件契約を締結して前記

の行為を行ったことは，弁護士でない者が，報酬を得る目的で，業とし

て，弁護士法第７２条本文所定の法律事務を取り扱い，その周旋を行っ

たことに当たり，同条本文に違反するものといわざるを得ない。本件契
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約は，同条違反の法律事務の取扱いの根拠となるものであり，本件契約

を有効とすることは，同条本文に違反する行為が繰り返されることを是

認することにほかならない。したがって，本件契約は，同条本文に違反

する事項を目的とする契約として民法第９０条により無効であるという

べきである。控訴人の抗弁は理由がある。

４ したがって，被控訴人の本件請求は結局理由がないから，これを棄却す

べきである。

５ 以上によれば，本件附帯控訴は理由がないから，これを棄却すべきであ

る。

第６ 結論

よって，本件控訴は理由があり，原判決は不当であるからこれを取り消

し，被控訴人の請求を棄却することとし，本件附帯控訴を棄却することと

して，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第２１民事部

裁判長裁判官 浜 野 惺

裁判官 奥 田 隆 文

裁判官 高 世 三 郎


